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1　はじめに
　総務省の「住民基本台帳に基づく人口、人口動
態及び世帯数（平成 28年 1月 1日現在）」によれ
ば、日本人住民は 1億 2589万 1742人であり、平
成 21年をピークに 7年連続で減少した。このよ
うな人口減少の背景もあり、近年、各都道府県で
は、様々な形で人を呼び込む取り組みがなされて
いる。それでは、都道府県間移動はどの年齢層が
多いのだろうか。
　総務省の「住民基本台帳人口移動報告 平成 27
年（2015年）結果」によれば、2015年における
都道府県間移動者数は 233万 4738人であった。
同報告より、年齢別の都道府県間移動者数を求め
ると、我が国の都道府県間移動は 20代～ 30代で
大きな割合を占めており、18歳と 22歳が特徴的
に多いことが分かる（図 1）。これは高校や大学
を卒業した後に都道府県間の移動をする若者が多
いことを物語っている。
　まち・ひと・しごと創生本部の「まち・ひと・
しごと創生総合戦略 2015 改訂版」（平成 27年 12
月）においては、地方の若い世代の多くが大学等
の入学時と卒業時に東京圏へ流出していることを
受けて、「地方における自道府県大学進学者の割
合を平均で 36％まで高める（2015年度道府県平
均 32.3％）」こと、および、「地方における雇用環
境の改善を前提に、新規学卒者の道府県内就職の
割合を平均で 80％まで高める（2014年度道府県
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図 1　年齢ごとの都道府県間移動数
出典：総務省（2016）をもとにして筆者が作図
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平均 66.5％）」ことを重要業績評価指標として掲
げている。
　このような人材主導の地域活性化は、地域経済
の状況を考慮しないサプライサイド主導の政策で
あるともいえる。しかし、最近は地域づくりやま
ちづくりに関心が集まり、よそ者を重視する、い
わば「よそ者期待論（敷田，2005）」も生まれて
おり、その成功事例も報告もされている（たとえ
ば、名古屋都市センター，2013）。
　たしかに若者が地域活性化を生み出す可能性は
否定できない。しかし、地元志向の「若者」が「よ
そ者」の視点を持っているとは限らない。たとえ
ば、阿部（2013）は、近年の若者は、田舎のし
がらみも、都会の喧騒もない第三の場所として、
郊外で仲間と遊ぶことが特徴であるとしている。
そして阿部（2013）は、「田舎と都会には、自分
とは異なる『他者』がおり、彼らとうまくやって
いくことが、そこで生きる上での絶対条件だった
（p153）」ものの、「郊外には『他者』がいない。
いないというより、むしろそれを『ノイズ』とし
て排することを目的として、同質的な人々が集
まった郊外はかたちづくられてきた（p153）」と
指摘する。敷田（2009）は、よそ者を「地域の
内外を問わず『異質な他者の視点』を持てる存在
（p93）」と述べるが、郊外で気の合う仲間とだけ
過ごしている若者は、他者（＝よそ）の視点を有
しているとはいいがたい。
　以上より、仮に、自道府県大学進学者の割合が
上昇し、若者が増加しても、「よそ者」は減る可
能性がある。もし地域活性化のために若者に期待
するのであれば、大学進学と就職というライフイ
ベントの地域間移動を経て成長した「よそ者（I
ターン）」、もしくは「よその経験をしてきた者（U
ターン）」が求められているといえよう。
　本稿では、移動＝育成という視点を持ちつつ、
その実態把握として官公庁によるマクロデータお
よび、全国の大学生を対象とした調査データを利
用して、高校、大学、社会人という 3時点を視点
に含めて、若者の地域間移動について明らかにす
ることを目的とする。
2　若者が集まる地域、去る地域
　本節では、総務省の『住民基本台帳人口移動報
告 平成 27年（2015年）結果』から 18歳と 22歳
がどのくらい都道府県間移動をしているのか明ら
かにする。なお、このデータでは、すべての 18
歳および 22歳が大学に進学しているとは限らな
い点、また、必ずしも進学や就職を理由とした地
域間移動とは限らない点にはデータの解釈に留意
を要する。
　まず、18歳および 22歳の転入超過数（転入者
数から転出者数を引いた数）を求めた（表 1）。
この数がプラスであれば、その年代の若者の人口
が集中したことを意味し、マイナスであれば、人
口が流出したことを意味する。18歳の転入超過
数が最も多いのは東京（11,441人）、神奈川（4,381
人）、愛知（2,594人）、大阪（2,288人）、埼玉（2,245
人）であった。東京近郊および関西のエリアであ
ることが分かる。これらの県は 22歳でも転入超
過していた。一方、18歳の転入超過数が最も少
ないのは鹿児島（－ 2,795人）であった。以降、
少ない順に長崎（－ 2,024人）、青森（－ 1,906人）、
宮崎（－ 1,787人）、岩手（－ 1,629人）であった。
東北、九州のエリアであることが分かる。
　次に、エリア別の転入超過数を表 2に示す。本
稿では 47都道府県を「北海道」「東北」「関東」「甲
信越」「東海」「北陸」「関西」「中国」「四国」「九
州・沖縄」のエリアに分類した。18歳と 22歳の
両方において転入超過していたのは関東のみで
あった。18歳のみが転入超過したのは関西であっ
た。その他のエリアは 18歳と 22歳の両方におい
て値がマイナスであった。
3　全国の大学生のデータ分析
　本節では、全国の大学生を対象にした調査デー
タを用いて、高校所在地、大学所在地、希望勤務
地に注目して分析を行う。
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大学進学および就職時における若者の地域間移動
（1）データ概要
　ある就職支援会社が実施した就職活動について
の調査データを用いた。これは 2015年 4月に就
職支援会社の会員を対象にしたインターネット
調査であった。調査対象者は 2016年に卒業予定
の全国の大学 4年生および修士 2年生を合わせた
7,058名であった。
　上記のデータのうち、大学 4年生 6,175名のデー
タを用いることにした。本稿では「高校所在地が
海外」または「希望勤務地が海外」である 94名
を除いた 6,081名（男性 2,022名、女性 4,059名；
文系 4,405名、理系 1,676名）のデータを分析対
象とした。
　なお、分析には以下の 3つの項目を用いた。対
象者には 47都道府県に「海外」を足し合わせた
合計 48個の選択肢から 1つを選ぶように回答を
依頼した。
①高校所在地
「卒業した高校の所在地の都道府県を選択してく
ださい。」と教示した。高校へは実家から通うこ
とがほとんどであるため、本稿では、高校所在地
を地元の都道府県とした。
②大学所在地
「進学した大学の所在地の都道府県を選択してく
ださい。」と教示した。「①高校所在地」と「②大出典：総務省（2016）をもとに筆者が作表
出典：総務省（2016）をもとに筆者が作表
表 1　各県の 18 歳と 22 歳の転入超過数 表 2　エリアごとの転入超過数
 
18歳 22歳
東　京 11,441 17,742
神奈川 4,381 3,519
愛　知 2,594 2,431
大　阪 2,288 2,404
埼　玉 2,245 1,379
千　葉 2,238 1,818
福　岡 1,285 -59
京　都 1,259 -467
兵　庫 586 -1,282
石　川 543 -752
宮　城 179 -384
滋　賀 161 -737
広　島 140 -449
群　馬 78 -1,402
山　梨 -7 -1,028
岡　山 -57 -260
奈　良 -106 -682
香　川 -204 -206
鳥　取 -293 -366
福　井 -348 -415
徳　島 -366 -397
富　山 -401 -275
和歌山 -412 -609
栃　木 -419 -868
山　口 -428 -931
茨　城 -438 -1,482
島　根 -472 -458
大　分 -535 -532
高　知 -542 -552
三　重 -677 -778
岐　阜 -693 -1,045
北海道 -715 -1,500
愛　媛 -871 -754
佐　賀 -881 -426
新　潟 -1,003 -1,449
長　野 -1,187 -797
福　島 -1,236 -914
山　形 -1,249 -790
沖　縄 -1,284 -412
静　岡 -1,401 -873
秋　田 -1,476 -748
熊　本 -1,576 -614
岩　手 -1,629 -672
宮　崎 -1,787 -560
青　森 -1,906 -1,070
長　崎 -2,024 -889
鹿児島 -2,795 -409
 
18歳 22歳
北海道 -715 -1,500
東北 -7,317 -4,578
関東 19,526 20,706
甲信越 -2,197 -3,274
東海 -177 -265
北陸 -206 -1,442
関西 3,776 -1,373
中国 -1,110 -2,464
四国 -1,983 -1,909
九州・沖縄 -9,597 -3,901
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学所在地」が同じであれば、「地元に残留した」
と解釈することにし、異なっていれば、都道府県
間の移動があったものとみなし、「地元を離れた」
と解釈することにした。
③希望勤務地
「最も働きたいと思う勤務地を都道府県一覧から
1つ選択してください。」と教示した。「①高校所
在地」と「②大学所在地」は実際の行動レベルを
尋ねる項目であるが、「③希望勤務地」は希望レ
ベルを尋ねることにした。このように、調査項目
によって行動レベルと希望レベルという違いはあ
るが、まず、働きたい希望がどれだけあるのかを
明らかにすることは、各都道府県において人材を
誘致する施策を検討する際にも、有効なデータに
なることが期待できると判断した。
（2）結果
①各項目の基本統計
　高校所在地、大学所在地、希望勤務地について、
都道府県（以下、県と表記）ごとに人数および割
合を求めた。それぞれの上位 15県を表 3に示す。
これら 3つの項目のすべてにおいて、15位以内
に入った 12県に網掛けを施した。該当するのは、
東京、北海道、兵庫、福岡、大阪、千葉、神奈川、
新潟、埼玉、広島、京都、愛知であった。一定以
上の人口がある県であることがわかる。また、こ
れら 12県は、大学数が多い上位 12県（文部科学
省，2015）と一致した。また、割合に注目して
みると東京、大阪、福岡は右肩上がりで増加して
いた（東京：10.8％⇒ 25.2％⇒ 33.8％、大阪：7.3％
⇒ 7.9％⇒ 12.2％、福岡：4.4％⇒ 4.6％⇒ 5.4％）。
このことは、これらの 3県が、18歳付近の若者も、
22歳付近の若者も集めていることを意味してい
る。
② 6つの移動パターン分類
　上記までは、項目それぞれを単独で分析した結
果であったが、以降の分析では、高校⇒大学⇒希
望勤務地という一連の流れで、個人にどのような
移動（および移動希望）があるのかについて明
らかにする。そこで、田澤・梅崎・唐澤（2013）
を参考にして、大学進学および大学卒業後の就
職に伴う都道府県間の移動の有無による 6つのパ
ターンを設けた（図 2）。なお、図 2には、各パター
ンの解説のためにそれぞれ①から⑥の番号を振っ
た。
　まず、高校所在地と大学所在地が同じ県の場
合、地元の大学に進学したとみなした。そして、
そのまま希望勤務地まで同じ県であったパターン
表 3　都道府県ごとの人数および割合（高校所在地、大学所在地、希望勤務地）
 
順位 都道府県 人数 順位 都道府県 人数 順位 都道府県 人数
1位 東京 659 10.8 ％ 1位 東京 1,531 25.2 ％ 1位 東京 2,053 33.8 ％
2位 大阪 441 7.3 ％ 2位 愛知 486 8.0 ％ 2位 大阪 741 12.2 ％
3位 神奈川 418 6.9 ％ 3位 大阪 481 7.9 ％ 3位 愛知 446 7.3 ％
4位 愛知 416 6.8 ％ 4位 京都 401 6.6 ％ 4位 神奈川 335 5.5 ％
5位 埼玉 324 5.3 ％ 5位 神奈川 393 6.5 ％ 5位 福岡 331 5.4 ％
6位 兵庫 311 5.1 ％ 6位 兵庫 285 4.7 ％ 6位 兵庫 199 3.3 ％
7位 福岡 266 4.4 ％ 7位 福岡 277 4.6 ％ 7位 京都 196 3.2 ％
8位 千葉 246 4.0 ％ 8位 北海道 182 3.0 ％ 8位 北海道 151 2.5 ％
9位 北海道 205 3.4 ％ 9位 埼玉 181 3.0 ％ 9位 埼玉 128 2.1 ％
10位 京都 155 2.5 ％ 10位 千葉 147 2.4 ％ 10位 広島 118 1.9 ％
11位 静岡 149 2.5 ％ 11位 広島 146 2.4 ％ 11位 宮城 103 1.7 ％
12位 広島 144 2.4 ％ 12位 滋賀 104 1.7 ％ 12位 千葉 93 1.5 ％
13位 茨城 140 2.3 ％ 13位 宮城 96 1.6 ％ 13位 新潟 82 1.3 ％
14位 岐阜 124 2.0 ％ 14位 新潟 89 1.5 ％ 14位 静岡 82 1.3 ％
15位 新潟 119 2.0 ％ 15位 岡山 85 1.4 ％ 15位 岡山 71 1.2 ％
高校所在地 大学所在地 希望勤務地
割合 割合 割合
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大学進学および就職時における若者の地域間移動
を「①完全地元残留組」と呼ぶことにした。ただ
し、この 3つの県がすべて東京であるときは他の
県とは事情が異なると想定できるため、「②東京
組」と呼び、「①完全地元残留組」と分けて捉え
ることにした。
　次に、地元の大学に進学したものの、就職のと
きには地元以外の県を希望しているパターンを
「③社会人デビュー組」と呼ぶことにした。また、
高校から大学に進学する際に、地元を離れて、県
外に進学し、そのままその大学所在地の県で就職
を希望する場合を「④大学デビュー残留組」と呼
ぶことにした。
　最後に、高校から大学に進学する際に、地元を
離れて県外に進学し、就職の際にその大学所在地
ではない県に就職を希望するパターンを考えてみ
よう。例えば「北海道⇒東京⇒北海道」のような
移動であれば、U ターン就職を意味する。すなわ
ち、上記の設問の「高校所在地」と「希望勤務地」
が同じ県で、「大学所在地」だけ異なるパターン
である。これを「⑤ U ターン就職組」と呼ぶこ
とにした。なお、「北海道⇒東京⇒大阪」のように、
「高校所在地」と「大学所在地」と「希望勤務地」
がすべて異なるパターンを「⑥流動組」と呼ぶこ
とにした。
③どれだけの学生が地元就職を希望しているのか
　上述の 6つの移動パターンの人数とその割合を
表 4に示す。最も多いのは、「①完全地元残留組」
の 1,625人（26.7％）であり、その次に多いのは、
「⑤Uターン就職組」の1,292人（21.2％）であった。
　どれだけの学生が地元就職を希望しているの
かという点に注目すると、「①完全地元残留組
（26.7％）」「②東京組（7.8％）」「⑤ U ターン就職
組（21.2％）」の 3つが該当し、これらを合わせ
ると過半数を超えていた。それだけの学生が地元
就職を希望していると解釈が可能である。なお、
各地方にとって、「⑤ U ターン就職組」は「よそ
経験をしてきた者」を、「①完全地元残留組」は
「よそ経験をしていない者」を残留させたことを
意味する。また、「③社会人デビュー組」「④大学
デビュー残留組」「⑥流動組」は若者を他県に流
出させたことを意味する。しかし、視点を逆にす
れば、これら 3つのパターンの若者は I ターンと
して「よそ者」として受け入れられたことになる。
4割程度はこのような若者が存在する。
　2015年の 4月に文部科学省が発表した「奨学
金を活用した大学生等の地方定着の促進について
（通知）」では、地方大学等に進学する学生に対し、
図 2　移動パターン
 
 
高校 大学
⇒ （地元が東京以外） ⇒ ① 完全地元残留組
⇒
⇒ 県内に進学 ⇒ ⇒ （地元が東京） ⇒ ② 東京組
⇒ ⇒ ③ 社会人デビュー組
⇒ ⇒ ④ 大学デビュー残留組
⇒ 県外に進学 ⇒ ⇒ ⇒ ⑤ Uターン就職組
⇒ ⇒ ⑥ 流動組
希望勤務地
高校
地元
地元の県
地元以外の県
地元以外
大学所在地の県
地元の県
大学所在地でも地元でもない県
注）地元就職を希望しているパターンに網掛けを施した。
表 4　移動パターンの人数と割合
 
 
パターン 人数
①完全地元残留組 1,625 26.7 ％
②東京組 474 7.8 ％
③社会人デビュー組 632 10.4 ％
④大学デビュー残留組 1,216 20.0 ％
⑤Uターン就職組 1,292 21.2 ％
⑥流動組 842 13.8 ％
合計 6,081 100 ％
割合
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無利子の奨学金の地方創生枠への推薦を行い、地
元企業等に就業した者の奨学金返還を支援すると
いう方向性が示されている。「大学進学に伴って
その県に移動してきた学生がそのまま定着する」
という視点は、「④大学デビュー残留組（20.0％）」
が近いと思われる。各県の取り組みは、高校、大
学、就職先の県が完全に一致する地元残留か、高
校と就職先の県が一致する U ターン就職に注目
しがちであると思われるが、このように、大学進
学時に他県から招いた学生が、そのまま残留する
という視点もあることを忘れてはならない。
④どのエリアにどのような移動パターンが多いのか
　これらの移動パターンは、エリアによってその
割合が異なるのか明らかにするために、両者のク
ロス集計を求めることにした。なお、エリアにつ
いては、第 2節と同様に、47都道府県を「北海道」
「東北」「関東」「甲信越」「東海」「北陸」「関西」「中国」
「四国」「九州・沖縄」のエリアに分類した。なお、
「東京組」は東京だけになるので、ここでは、「完
全地元残留組」と合わせることにした。分析には
カイ 2乗検定と残差分析を用いた。以下にはプラ
スに有意であった箇所を中心に解釈を述べる。
　エリアごとの移動パターンの割合を図 3に示
す。なお、統計的に多いと解釈可能な箇所に太字
と下線を施した。
　北海道と東海は「完全地元残留組」が多かった。
これらのエリアは、多くの学生にとって魅力的で
あり、地元に残りたいと思わせていると解釈でき
る。一方で、大学進学時の時点で何かしらの理由
で都道府県間の移動がしにくい若者が多いとも解
釈できる。両面から検討していく必要があるだろ
う。
　東北、甲信越、四国は「流動組」が多かった。
これらのエリアはなぜ大学も就職も地元でないの
かという視点を含めて検討する必要がある。様々
な解釈が可能であるが、高校から大学、大学から
希望勤務地という 2つの移動が隣接県の移動なの
図 3　エリアごとの移動パターンの割合
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か、東京など都市圏への移動なのかなど詳細も見
ていく必要があるといえよう。
　関東は「大学デビュー残留組」が多かった。大
学進学時に地元を出て、その大学所在地の県で就
職を考えている学生が多いことを意味している。
前節で述べたように、18歳と 22歳の両方でプラ
スに転入超過していたのは関東のみであった。そ
れだけ進学や就職の際には魅力のあるエリアなの
であろう。なお、江崎（2015）は、1970年代前
半までは、三大都市圏への人口流入はおおむね相
似的な変化であったものの、それ以降は、東京圏
（埼玉、千葉、東京、神奈川）への集中が顕在化
したと指摘する。本稿では、高校から大学の実際
の移動という行動レベルと、大学生の希望勤務地
という希望レベルを含めても、同様のエリアに集
中していることを見出したといえよう。上述した
「大学進学に伴ってその県に移動してきた学生が
そのまま定着する」ことを目指す方向性は、他の
エリアでも活用可能と思われるが、現段階の学生
の希望を見る限りでは、まだ難しい状況にあるの
かもしれない。
　北陸は「U ターン就職組」が多かった。まずは、
大学についてのニーズが地元では満たしきれてい
ないために、他県に進学していると解釈できる。
しかし、他県に進学しても、地元に戻りたいと思
う学生が多いと解釈できるのが特徴的であるとい
える。地元就職を推進するのは今後、他のエリア
でも出てくると思われるが、北陸の特徴はどのよ
うな点にあるのかについて明らかにしていくこと
が重要だと思われる。
　関西は「社会人デビュー組」と「U ターン就職組」
が多かった。前者については、高校から大学に進
学する際には地元を選択しているものの、就職時
には離れたい学生が多いエリアと解釈できる。大
学についてのニーズが地元では満たしているもの
の、雇用環境が大卒者にとってニーズが地元では
満たしていない可能性がある。後者については、
その逆であり、大学進学時には地元を離れるもの
の、就職時には地元に戻りたい学生が多いエリア
と解釈できる。これはある意味で混在していると
も解釈可能である。関西は、京都のように一定の
人口がありながらも、隣接県への移動がしやすい
ような県が多いことなどが影響しているのかもし
れない。「流動組」と同様に、移動の詳細も見て
いく必要がある。
　九州・沖縄は「完全地元残留組」と「社会人デ
ビュー組」が多かった。両者は大学進学が地元を
選択している点で共通している。その後に地元に
残ることを希望する者と地元を離れることを希望
する者に分かれているということである。やはり、
自らが選択して地元に残りたいと希望している可
能性と、それとも、雇用環境等の理由で、地元を
離れたいと希望している可能性の両面から検討し
ていく必要があるであろう。
　なお、中国は特に移動パターンに特徴は見られ
なかった。
4　移動支援の可能性
　本稿の目的は、高校、大学、社会人という 3時
点を含めて、若者の地域間移動について把握する
ことであった。
　まず、官庁データより、わが国の都道府県間移
動は 18歳と 22歳が特徴的に突出していることを
確認した。また、18歳と 22歳の両方でプラスに
転入超過していたのは関東のみであることを明ら
かにした。
　次に、全国の大学生を対象とした調査データよ
り、6つの移動パターン（「①完全地元残留組」「②
東京組」「③社会人デビュー組」「④大学デビュー
残留組」「⑤ U ターン就職組」「⑥流動組」）を設
けて分析した結果、過半数を超える学生が地元就
職を希望していることを明らかにした。また、エ
リア別の分析をした結果、「大学デビュー残留組」
が多いのは、関東のみであることを明らかにした。
大学進学に伴ってその県に移動してきた学生をそ
のまま定着させることを目指す方向性は、他のエ
リアでも活用可能と思われるが、現段階の学生の
希望では、まだそこまで至っていないともいえよ
う。なお、Ｕターン就職を希望する学生が多いの
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は、北陸、関西であった。他県に進学しても、地
元に戻りたいと思う学生、つまり「よその経験を
してきた者」が多くなると解釈できる。
　以上のような実態把握を踏まえて若者の移動に
対する支援を充実させていく必要があろう。「よ
そ者」に期待するのであれば、一度も地元を離れ
ずに残留する若者を増やす政策のみでは不十分で
ある。IターンやUターンを増やすというように、
全体としては移動を促しつつも、各地方は「よそ
の経験をしてきた若者」を集めることが求められ
よう。
　今後は、学生の就職先地域と大学の就職支援の
あり方の関連を検討していく必要がある。労働政
策研究・研修機構（2015）は、青森と高知の国
公立大学に対するインタビュー調査より、進学の
ために地域移動をしておらず、地元就職を目指
す学生（注：本研究における「完全地元残留組」）
は「視野が狭い」場合があるため、大学側がキャ
リア教育で揺さぶりをかける必要性を認識してい
ることを明らかにした。本稿では、希望勤務地を
扱っているが、その勤務地の希望が就職情報の不
足に起因するものであれば、そこにこそ支援の可
能性がある。
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Interregional Migration of Youth at University 
entrance and Employment
　Interregional Migration of young people 
at three time points were investigated: in 
high school, at university entrance, and at 
employment. Results of Study 1 indicated that 
especially 18- and 22-year-olds often moved 
between regions. Young people moving in 
exceeded those moving-out at both ages only 
in the Kanto region. Study 2 indicated that 
more than 50% of university students hoped to 
get a job in their hometown. Many students in 
Hokuriku and Kansai regions wanted to leave 
their hometown when entering a university 
and return when they start working. It is 
considered necessary to increase the number 
of young people that do not leave their 
hometown when entering a university or 
when getting a job, as well as increase the 
number of those that leave their hometown 
when entering a university and return to their 
hometown for employment.
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